


 
 

感染症発生時における職員の派遣に関する協定書 

 

 

北九州市(以下「甲」という。)と公益社団法人北九州高齢者福祉事業協会(以下「乙」と

いう。)は、新型コロナウイルス感染症が発生したとき(以下「感染症発生時」という。)にお

ける高齢者福祉施設等（以下「施設」という。）の支援等に関し、次のとおり協定を締結す

る。 

 

(目的) 

第１条 この協定は、職員又は入所者に感染症が発生した北九州市内に所在する施設(以下「感

染症発生施設」という。)における感染拡大防止及び適切な運営の維持のため、甲と乙が相

互に協力して感染症発生施設への支援等について調整し、円滑な人的支援の実施を図るこ

とを目的とする。 

 

(支援の基本原則) 

第２条 感染症発生時における施設間の支援については、施設の自主性又は乙の自主的な調

整に基づいて行われることを基本とし、この協定はそれを妨げないものとする。 

２ この協定は、乙又は乙の会員施設が別に締結する感染症発生時における支援に関する協

定を妨げないものとする。 

 

(情報の収集等) 

第３条 甲と乙は、平常時において、施設の入所者の状況や支援体制等について、できる限

り情報を収集するよう努めるものとする。 

２ 甲と乙は、感染症発生時における感染状況や支援の実施状況等の情報について、積極的

に収集するよう努めるとともに、密に情報を交換するものとする 

 

(甲による要請) 

第４条 甲は、感染症発生施設において感染拡大により適切な運営の維持が困難と認めたとき

は、乙に対し、感染症発生施設の状況及び支援の内容を明らかにして、速やかに支援の調

整を要請するものとする。 

 

（職員の派遣の依頼） 

第５条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、次の各号に掲げる事項について、支援の

調整を行うものとする。 

一 感染症発生施設に対する介護職員その他必要な職員の派遣 

二 前号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

 

 

 

 



 

(支援の実施) 

第６条 乙の会員施設は、その運営に支障がない範囲で支援を行うものする。 

 

（甲による支援の調整等) 

第７条 乙は、乙の会員施設による支援では不足する場合には、甲に対し、乙の会員施設以

外の施設による支援について、調整を要請することができる。 

２ 甲は、乙から前項の要請を受けたときは、第５条各号の事項について、乙以外の団体に

対して支援の調整を要請するものとする。 

３ 第４条の規定は、第１項の場合に準用する。 

 

(制度の周知) 

第８条 甲は、本協定の実施に必要な事項について、市民への周知に努めるものとする。 

２ 乙は、本協定の実施に必要な事項について、乙の会員施設への周知を行うものとする。 

 

(実施要綱) 

第９条  この協定の実施に関し必要な細目は、甲乙協議の上、別に実施要綱で定めるものと

する。 

 

(協議) 

第１０条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度甲乙協議

して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和３年３月３１日までとする。 

但し、この協定の有効期間満了の日から１カ月前までに、甲、乙いずれからも終了の意思

表示がなされないときは、有効期間満了の日から起算して１年間、この協定は延長される

ものとし、その後も同様とする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保

持するものとする。 

 

令和２年１１月２７日 

 

甲  北九州市長   北 橋 健 治  （署名） 

 

乙  公益社団法人北九州高齢者福祉事業協会 

会     長    渡 邊 正 孝  （署名） 
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